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1.固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細並びに減損損失累計額 （単位：円）

当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物附属設備 13,827,917 60,710,294 0 74,538,211 4,294,013 2,700,319 0 0 0 70,244,198

車両運搬具 3,263,149 0 0 3,263,149 3,130,970 33,044 0 0 0 132,179

工具器具備品 458,071,866 7,331,212 40,388,294 425,014,784 335,249,306 72,064,537 0 0 0 89,765,478

計 475,162,932 68,041,506 40,388,294 502,816,144 342,674,289 74,797,900 0 0 0 160,141,855

工具器具備品 4,095,270,461 458,446,103 1,519,636,162 3,034,080,402 1,787,377,027 794,857,466 0 0 0 1,246,703,375

計 4,095,270,461 458,446,103 1,519,636,162 3,034,080,402 1,787,377,027 794,857,466 0 0 0 1,246,703,375

建物附属設備 13,827,917 60,710,294 0 74,538,211 4,294,013 2,700,319 0 0 0 70,244,198

車両運搬具 3,263,149 0 0 3,263,149 3,130,970 33,044 0 0 0 132,179

工具器具備品 4,553,342,327 465,777,315 1,560,024,456 3,459,095,186 2,122,626,333 866,922,003 0 0 0 1,336,468,853

計 4,570,433,393 526,487,609 1,560,024,456 3,536,896,546 2,130,051,316 869,655,366 0 0 0 1,406,845,230

ソフトウェア 197,199,099 91,935,900 0 289,134,999 159,121,440 25,552,086 0 0 0 130,013,559

電話加入権 1,738,800 0 0 1,738,800 869,400 0 0 869,400

計 198,937,899 91,935,900 0 290,873,799 159,121,440 25,552,086 869,400 0 0 130,882,959

長期前払費用 531,959 0 472,487 59,472 59,472

計 531,959 0 472,487 59,472 59,472
投資その他の資産

無形固定資産

資産の種類 期首残高

リース資産

有形固定資産
（償却費損益内）

有形固定資産計

差引当期末残高 摘要当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額
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２．資産除去債務の明細

（単位：円）

区　　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　　　　要

契約で要求される義務 0 4,882,500 0 4,882,500 無

合　　　　　　　計 0 4,882,500 0 4,882,500
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３．積立金の明細

（単位：円）

区　　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　　　　要

通則法第４４条第１項積立金 563,283,371 356,186,422 0 919,469,793 当期積立額  356,186,422

前中期目標期間繰越積立金 877,340 0 457,752 419,588
前中期目標期間繰越積立金取崩額
　　　　　　　　　　　　　　　457,752

合　　　　　　　計 564,160,711 356,186,422 457,752 919,889,381

４．目的積立金等の取崩しの明細

（単位：円）

合　　　　　　　　　　　計 457,752

区　　　　　　　　　　　分 金　　　　　　額 摘　　　　　　　　　　　要

前中期目標期間繰越積立金取崩額 457,752 前払費用の費用化
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５．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

20年度 303,259,432 303,259,432

21年度 614,568,105 614,568,105

22年度 0 9,783,781,000 9,007,623,170 128,477,406 0 9,136,100,576 647,680,424

合計 917,827,537 9,783,781,000 9,007,623,170 128,477,406 0 9,136,100,576 1,565,507,961

交付年度 期首残高
交付金当
期交付額

当期振替額
期末残高
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

　①22年度交付分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

金　　　額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

運営費交付金収益 6,404,324,000

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

運営費交付金収益 2,603,299,170

資産見返運営費交付金 128,477,406

資本剰余金 0

0

合計 9,136,100,576

（単位：円）

区　　　　分 内　　　訳

業務達成基準による振替額 　（業務達成基準を採用した業務は無い）

期間進行基準による振替額

①当該基準を採用した業務等：退職手当を除く人件費については、期間的に費用と予算が対応関係にあるため、相
当額(6,404,324,000)を収益化している。
②当該業務等に係る損益等
経常費用の人件費(役員報酬、給与手当、法定福利費等)(6,428,426,235)のうち、業務費の一部(非常勤職員
分)(453,554,323)及び受託製表業務・統計データ二次利用業務に携わった常勤職員分(3,909,047)を控除した額
(5,970,962,865)
③損益計算 〔 (6,404,324,000) - (5,970,962,865) ＝ (433,361,135)〕

計 6,404,324,000

上記で算出した期間進行基準の損益、費用進行基準の損益及び政府統計共同利用ｼｽﾃﾑの損益（ﾘｰｽ資産の会計
処理上の損失+購入した固定資産と償却費との差額による損益）、統計データ二次利用の損益に、その他経常収益
を合算して当期総利益を計上している。
　〔　　433,361,135　　+　　△30,292,511　　+　　（24,996,899）　　+　　706,609　　+　　5,529,271　　＝　　434,301,403

費用進行基準による振替額

①当該基準を採用した業務等：期間進行基準に該当しない業務等については、費用進行基準に基づいている。
②当該業務等に係る損益等
a　運営費交付金収益合計　-　期間進行基準による収益額　　　　＝　費用進行基準による収益額合計
　　（　　　9,007,623,170　　　-　　　　6,404,324,000　 　　　　　     ＝　　2,603,299,170　　　）
b　経常費用の計-（期間進行基準に対応する費用+政府統計共同利用ｼｽﾃﾑ運用管理経費相当分+受託製表経費
相当分+統計データ二次利用経費相当分+前中期目標期間繰越積立金取崩額相当分+ﾘｰｽ資産及び政府統計共同
利用ｼｽﾃﾑ利用料収入で購入した資産を除く減価償却費） ＝　費用合計
　　〔　　9,433,351,845  - （5,970,962,865　+　722,848,101　+　14,993,038　+  2,953,381   +　457,752　+　87,545,027　）
＝　　2,633,591,681　　〕
　a　費用進行基準による収益合計　-　b　費用合計　＝　損益
　　（　　　　2,603,299,170　　　　-　　　　2,633,591,681　　＝　　 △30,292,511　　　）
ただし、この損益は　c　ﾘｰｽ資産の会計処理上の利益および d 消費税の納付額である。
　　（　　c　　1,914,989　+　d　△32,207,500　　=　△30,292,511　）
③固定資産の取得額　建物附属設備（60,710,294）、工具器具備品（7,331,212）、ソフトウェア（60,435,900）

計 2,731,776,576

会計基準第８０第３項による振替額 （該当なし）
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交付年度

業務達成基準を採用した業務に係る分 0

期間進行基準を採用した業務に係る分 0

費用進行基準を採用した業務に係る分 303,259,432

業務達成基準を採用した業務に係る分 0

期間進行基準を採用した業務に係る分 0

費用進行基準を採用した業務に係る分 614,568,105

業務達成基準を採用した業務に係る分 0

期間進行基準を採用した業務に係る分 0

費用進行基準を採用した業務に係る分 647,680,424

20年度

○退職手当が予算額を下回ったため、運営費交付金債務に残高が生じ、当
該残高については、翌事業年度以降に必要となる退職手当に充当すること
とし、その際に収益化する予定である。
○その他業務経費については、経費減少に伴い運営費交付金債務に残高
が生じているが、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務につ
いては、計画どおり実施済みであり、業務未達成による運営費交付金債務
の翌事業年度の繰越しはない。

計 303,259,432

（３）運営費交付金債務残高の明細　
(単位：円）

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

22年度

○退職手当が予算額を下回ったため、運営費交付金債務に残高が生じ、当
該残高については、翌事業年度以降に必要となる退職手当に充当すること
とし、その際に収益化する予定である。
○その他業務経費については、経費減少に伴い運営費交付金債務に残高
が生じているが、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務につ
いては、計画どおり実施済みであり、業務未達成による運営費交付金債務
の翌事業年度の繰越しはない。

計 647,680,424

21年度

○退職手当が予算額を下回ったため、運営費交付金債務に残高が生じ、当
該残高については、翌事業年度以降に必要となる退職手当に充当すること
とし、その際に収益化する予定である。
○その他業務経費については、経費減少に伴い運営費交付金債務に残高
が生じているが、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務につ
いては、計画どおり実施済みであり、業務未達成による運営費交付金債務
の翌事業年度の繰越しはない。

計 614,568,105
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６．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

（ 5,884 ） （ 3 ） （ 0 ） （ 0 ）

48,276 3 4,692 1

（ 617,818 ） （ 258 ） （ 0 ） （ 0 ）

5,103,525 835 985,155 53

（ 623,702 ） （ 261 ） （ 0 ） （ 0 ）

5,151,802 838 989,847 54

（注） ① 役員に対する報酬等の支給基準の概要
俸給月額は、理事長989,000円以内、理事及び監事780,000円以内で定める金額を支給しております。
非常勤役員の報酬は、日額、35,100円を超えない範囲で支給しております。
その他諸手当等については、独立行政法人統計センター役員報酬規程に基づき支給しております。
役員退職手当については、独立行政法人統計センター役員退職手当支給規程に基づき支給しております。

② 職員等（職員、再任用職員及び臨時任用職員）に対する給与の支給基準の概要
職員等の給与については、独立行政法人統計センター職員給与規程等に基づき支給しております。

③ 報酬又は給与の支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しております。

④ 非常勤役員及び非常勤職員に対する報酬又は給与は、外数として（　　）内に記載しております。

区分
報酬又は給与 退職手当

役　　員

職　　員

合　　計
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